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 １	
 事業の成果	
 

	
 平成２６年度は、念願の新校舎（中野区）への移転を実現し、学校経営における最大の課題であった物

理的制約（収容能力）を解決できただけではなく、学校のイメージも大幅に向上したため、順調に入学者

数を増やし創立以来最多の児童数を更新している。また移転に必要な資金も寄付金と銀行からの低利借入

れで調達できたため、経営的にも今まで以上に安定度を増したと言えよう。	
 

	
 学びの環境が整い、探究する学びがダイナミックさを増すことで、今まで以上に社会から注目されるよ

うになったことを踏まえ、見学者増に対応する受入体制の整備、正会員・賛助会員同士が交流するイベン

トの企画、インターンシップ学生の受入などを強化し、より社会に貢献できるＮＰＯとして新たなステー

ジに踏み出すことができた１年であった。	
 

	
 また、国税庁より認定を受けていた認定特定非営利活動法人の有効期間が満了することに伴い、新たな

所轄庁となる東京都に認定を申請していた件は、平成２７年４月１０日に認定特定非営利活動法人として

の認定を受けることができた。なお有効期間は平成３２年４月９日までの５年間となる。	
 

	
 

	
 ２	
 事業の実施に関する事項	
 

	
 

事業名	
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 業	
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 容	
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 施	
 
日	
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場	
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 子どもを対象と

したスクール運

営事業 

小学生を対象としたコミュニティ

スクールでの教育活動 
年間 法人事務所 １６人 

ｽｸｰﾙ児童とそ

の保護者 

約120名 

26,065 

教 育 プ ロ グ ラ

ムの研究開発

事業 

探究する学びをベースとした教

育メソッドの研究開発とプラットフ

ォームの構築 

年間 法人事務所 ９人 

児童・保護者 

教育関係者 

不特定多数 

1,200 

教育人材育成

事業 

教員及び教員志望者向けの研

修会開催 
毎週火曜日 法人事務所 ２人 

教員５名＋一

般参加者数名 
0 

教育人材育成

事業 
インターンシップの受入 年間 法人事務所 ７人 

実績３名（対象

は学生全般） 
0 

大人を対象と

した学びの機

会提供事業 

子どもを持つ親を主対象とした

研修会の開催 

7/19 B 

9/1 A 

9/13 A 

10/15 A 

12/4 A 

12/20 A 

1/30 A 

3/21 A 

4/8 A 

4/25 A 

5/23 C 

5/29 A 

A)法人事務所 

 

B)ｾｼｵﾝ杉並

（杉並区） 

 

C)昭和女子大

学附属昭和小

学 校 （ 世 田 谷

区） 

９人 

ｽｸｰﾙ児童とそ

の保護者など 

のべ約700名 

5 

	
 
	
 

普及啓発事業 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ「探究を探究する」 

１) ねらいを超える学び 

２) ハイ・コンセプト 

３) Howアクティブ（１） 

 

9/7  

11/30  

6/28  

法人事務所 １２人 
教育関係者 

約85名 
222 

	
 
普及啓発事業 

ホームページ、SNSによる活動

内容の紹介 
随時 法人事務所 １１人 

一般市民 

不特定多数 
20 

	
 	
 	
 


